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1. まえがき

1.1 東日本大震災と上下水道システムにおける危機 

管理 

空前の規模となった 2011年 3月 11日の東日本大震災の被

害は，死者行方不明者数 18,550 人（平成 26 年 3 月 11 日現

在）にものぼり，未だに 26 万 7000 人余の方が避難してい

る状況で復興途上といえる。一方，上下水道施設への被害

は，津波により完全に水没した仙台市の南蒲生浄化センタ

ーの例をはじめ，多くの浄水場，下水処理場，ポンプ場な

どが被災した。その一方で，水道管路施設への被害は，管

路の耐震化が進んでいたこともあり，一部の管路の破断，

水管橋の倒壊，液状化に伴う浮き上がりなどの被害はあっ

たものの，最小限の被害で食い止められたともいえよう。 

図 1.1.1 は東日本大震災を受けて平成 25 年 3 月に策定さ

れた新水道ビジョンにおける重点的な実現方策を示したも

のである。新水道ビジョンでは，安全，強靭，持続を 3 つ

の観点から水道に理想像を追及するとし，そのための重点

的な実現方策をいくつか提案している。 

図 1.1.1 上下水道システムの電気計装設備に対する自然 

災害リスクの概念図（新水道ビジョンより） 

その中で危機管理対策に関連して 

・ 施設情報を電子化し整理 

・ 施設耐震化対策 

・ 事前の応急対策としての事業継続計画（BCP）の策定

推進 

・ 複数の事業者間の連携の強化による応急対策の実効

性向上 

・ 資機材等確保の対策 

・ 危機管理マニュアルの整備 

・ 停電を想定したエネルギー確保対策 

・ 地震等災害時の住民との連携 

などが提示されている。以上のように，大震災を想定した

危機管理対策には多岐にわたる視点が必要であるが，情報

化やエネルギー確保など電気計装の分野に関連する施策が

ふくまれている。 

1.2 上下水道施設の強靭化 

首都直下地震や南海トラフ巨大地震による甚大な被害が

想定される中，上下水道施設もこのような低頻度ではある

が巨大規模の自然災害のリスクに備えるべく，強靭化をす

すめなければならない。この上下水道施設の強靭化は，地

震動そのものや地盤崩壊に物理的に耐えるいわゆる耐震化

だけではなく，津波等による電気計装設備の水没による機

能不全，電力供給停止の事態に備える自家発電設備の整備

などバックアップ体制の確保，事務所の水没などによる台

帳類の破損に備えるべく台帳類の電子化，緊急時における

災害対策本部と現場との通信手段の確保など電気通信計装

関連の対策が多く含まれている。 

図 1.2.1 上下水道施設の電気計装設備に対する 

自然災害リスクの概念図 

図 1.2.1は上下水道システムの電気計装設備に対する自然

災害リスクの概念図を示したものである。水道システムは，

河川等などからの取水，導水，浄水，送水，配水を経て家

庭やオフィス・事業場に水を供給し，発生した下水はポン

プ施設を含む下水管路システムによって下水処理場まで送

られて処理後に放流される。 

電気計装設備の大規模震災時被害は地震動などに起因す

る物理的な破壊もあるが，主な被害は津波や洪水に起因す

る水没であると考えられる。沿岸部に位置することが多い

下水処理場やポンプ施設は津波による水没による電気計装

設備の機能不全のリスクが高い。一方浄水場や導送配水系

統のポンプ施設は沿岸部から離れた高台などに位置するこ

とが多く，津波による水没リスクは低いものの，近年頻発
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